
旧城南中学校

跡地活用説明会

令和５年６月２５日
龍ケ崎市管財課

＼城南中の新たな１ページに向けて／
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１．これまでの取り組み（P3～P7）

２．市が求める跡地活用（P8～P9）

３．「公募型プロポーザル」とは？（P10）

４．公募の概要（P11）

５．想定される活用用途（P12）

６．今後のスケジュール（P13）
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所在地 龍ケ崎市1736番地

敷地面積 28,918.00㎡ (実測：29,884.49㎡)

１．土地

２．建物
校 舎 RC造３階 6,734.01㎡ H4.9

体育館 SRC造３階 2,989.38㎡ H9.3

プール付属棟 RC造一部鉄骨平屋建 125㎡ H7.1

駐輪場 S造 262.08㎡ H9.7

建物外観

案内図

北 側 県道竜ヶ崎潮来線[幅員：約15ｍ]

東 側 市道5-41号線[幅員：約３ｍ]

西 側 市道5-39号線[幅員：約７ｍ]

３．接道状況
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城南SC 徒歩３分
龍ケ崎小学校 徒歩13分
龍ケ崎中学校 自転車15分
関鉄竜ヶ崎駅 車６分
JR龍ケ崎市駅 車16分
済生会病院 車９分

対象物件の概要
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行政としての活用検討

龍ケ崎市では、将来的に跡地活用の検討が必要になることから、令和３年３月
に「龍ケ崎市公共施設跡地活用方針」を策定。
この方針に基づき、まずは「公共」としての活用を模索しました。

市による活用
公共的な需要を満たす

民間事業者等による活用

公共的需要を満たさない

民間事業者等による活用

用途転用

（行政財産）
事業の具体化等検討

条件付売却・貸付等

（普通財産）
民間事業者の選定等検討

売却・貸付等

（普通財産）
民間事業者の選定等検討

６ 跡地活用の区分

（１）庁内における行政需要・公共的需要の洗い出し

ア 庁内活用意向の把握

イ 施設整備・管理運営手法の選択
（民間事業者等の参入可能性等の把握）

（２）民間事業者等による活用アイデアの把握

（サウンディング調査等）

５ 跡地活用検討の進め方

視点1 まちづくりへの対応

視点2 民間事業者等による活用

視点３ 地域の意向を踏まえた活用
配慮事項1 地域防災への配慮

配慮事項2 国庫補助金等の精算及び活用

４ 跡地活用の基本的な考え方

（2）跡地活用の視点

公共施設等マネジメント戦略会議

暫定利用

活用性なし活用性あり

活用性なし

活用性あり

手法の選択

地域住民との連携

売却・貸付等も適切ではない

【跡地活用方針フロー図（抜粋）】



時 期 内 容

5月～6月 地域住民説明会（愛宕中城南中統合準備会・城南中学校付近の３協議会【龍ケ
崎・龍ケ崎西・大宮】）計４回

6月～8月 ・民間事業者等個別ヒアリング（７者）
流通経済大学、市内に工場を有する企業、金融など

・現地見学会（１者）流通経済大学
・跡地活用意見 募集広報

りゅうほー、市公式HP、みんなの廃校プロジェクト（文科省HP）

10月 サウンディング型市場調査（４者）

3月31日 城南中学校 閉校

【令和３年度】
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これまでの取組み

時 期 内 容

8月 測量・境界確定完了（地積・地目・登記の整理）

9月 不動産鑑定評価完了

【令和４年度】

 民間事業者等からの個別相談、現地見学対応
 市公式HP、公共R不動産DB等による活用意見募集（継続）
 公募要項の作成
 みんなの廃校活用プロジェクト オンライン廃校活用推進イベント参加（R4.10）
 内部会議、公共施設等マネジメント推進委員会、市議会への審議・報告 など

次ページで説明！

【その他】
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サウンディング型市場調査

サウンディング型市場調査とは？

民間事業者との意見交換を通じ、事業に対して様々なアイデアや意見を把握する調査

法人A（住宅・不動産関連）

• 定住促進住宅の建設と宅地分譲を合わせた開発計画を
支援したい。

• 定住促進住宅の事業スキームはＢＴＯ方式※を提案す
る。
※一括事業請負後譲渡方式（建設から運営まで）

• 既存建物の利用はない。更地を希望する。
• 当地は高校が近いことがアドバンテージになる。

法人Ｄ（住宅・不動産関連）

• 宅地分譲で120区画程度を想定
• 建物付きでも更地でも購入は可能。建物付きの場合は

除却後分譲する。
• 当地は近隣に商業施設もあり分譲環境がよい。
• グループ企業へ売却できるような条件設定が望ましい。

法人Ｃ（住宅機器設備）

• 校舎棟の１階部分を賃借したい。
• 当社開発部門のオフィスとして利用したい。
• 商品展示、試作工房、ストックルーム、会議室等。
• 社員は常駐せず必要に応じて利用する。

法人Ｂ（住宅・不動産関連）

• 宅地分譲で100区画程度を想定
• 建物付きでも更地でも購入は可能。建物付きの場合は

除却後分譲する。
• 最低入札価格を設定していただくと応募しやすい。

提 案 不動産所有の形態等

法人Ａ
•定住促進住宅、子育て支援住宅
•市有地に公共施設として新築

•土地 市有地の状態で定期借地
•建物 活用無し、市による除却を希望

法人Ｂ •住宅宅地分譲
•土地 購入
•建物 活用無し（除却条件による購入可）

法人Ｃ •自社開発部門オフィス
•土地 活用無し
•建物 一階部分を貸付希望

法人Ｄ •住宅宅地分譲
•土地 購入
•建物 活用無し（除却条件による購入可）

◎サウンディング型市場調査まとめ
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地域住民説明会・公共施設等マネジメント推進委員会・市議会の意見 ※意見を抜粋

避難所や投票所が
なくなると不便だ
が、維持管理コス
トを考えれば、民
間活用がよい。

公共施設として再利用
するには広すぎる。

警 察 署 、 消 防 署 、
シ ョ ッ ピ ン グ セ ン
ターにも隣接してい
るので、住宅分譲も
良いのでは？

利根町のウェルネス
大学のような活用で
あれば、住民感情と
しても問題ないので
はないか。

価格設定は、不動産
鑑定評価額をベース
に、根拠をもって検
討してほしい。

若い人が集まる教育
施設。たとえば、専
門学校や看護学校も
良いのではないか。

城南中学校は売れる
土地。住宅地として
活用し、子育て世代
等が住んでくれれば
なお良い。

貸付の希望が多いの
であれば、売却だけ
ではなく、売却・貸
付のどちらでも応募
できる形の方が良い
のではないか。

金額面も大事だが、専
門学校のように若い人
が集い、お金を使って
くれれば、それで良い
のではないか。

不動産鑑定評価額で
の取引きが原則。
市の財産＝市民の財
産である。

建築物の耐用年数か
ら考えると、まだま
だ活用の余地がある
ように思う。

価格点の配点をもう
少し上げた方が良い
のではないか。

…地域住民説明会

…公共施設等マネジメント推進委員会

…龍ケ崎市議会
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定住・交流人口

市が求める跡地活用①

市では、旧城南中学校の跡地活用を通じて、地域課題の解決やにぎわいの創出などに結び付
けたいと考えています。活用を検討する民間事業者等から、それらに関する解決策を引き出
すため、以下の項目についての企画提案を求める予定です。

定住人口や交流人口増加に結び付く提案、または人口流出抑制対策として効果的な提案を求めます。

子育て・健康

子育て支援や若者の活躍支援、健康長寿社会づくりに向けた視点を踏まえた提案を求めます。

にぎわいの創出

地域住民との交流や地域コミュニティ活動との連携により、「まち・人」が躍動する提案を求めます。

周辺環境との調和

近隣の街並みとの親和性や、事業展開による影響に配慮した提案を求めます。

経済波及効果

地域産業の振興や市民の雇用創出等による地域への経済波及効果についての提案を求めます。また、地場
産業の活用・育成の観点があればそれについても提案を求めます。
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活用レイアウト

市が求める跡地活用②

土地及び建物を効率的・効果的に活用する提案を求めます。

行政への協力

投票所や避難所など、地域に向けた行政サービスの提供が必要な際に、市に協力できる事項があれば提案
を求めます。

その他

 企画提案のコンセプト（的確性）

 事業スケジュールの妥当性

 収支計画・資金調達の確実性

 業務実施体制

市が求める跡地活用の考え方に対して、民間事業者等が企画力・経験・事
業ノウハウ等を発揮し、旧城南中学校の活用に関する企画提案をいただき
ます！
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「公募型プロポーザル方式」とは？

業者の参加を公示により広く募集し、複数の事業者から企画提案や技術提案を求め、対案内
容を審査し、企画内容や業務遂行能力が最も優れた者を選定し、契約する方式。

広く事業者の意見を聞くことができる。
民間事業者のノウハウや発想を最大限に引き出すことができる。
選定段階で提案内容を把握できるため、一定程度事業内容を担保できるととも

に、ビジョンを共有できる。
内容の詳細は協議により定めるため、発注者サイドの要望を反映しやすい。

メリット

手続きに時間と手間がかかる。
性能発注となるため、価格面では一般競争入札に比べると劣る傾向にある。
民間事業者側に高い企画力や高度な技術が求められ、応募する事業者が少ない

傾向にある。
優先交渉権者決定後の協議結果によっては、契約の合意に至らない場合がある。
事業者選定の透明性、公平性（選定委員・評価方法など）について説明責任が

問われる。

デメリット

公募型プロポーザルとは？



求める提案

手法：公募型プロポーザル方式により民間事業者等から活用提案を募集

土地・建物のすべて。部分的な取引は×。

 現状有姿での譲渡または貸付。
 貸付の場合は20年程度の長期貸付契約を想定
 建物を「活用する」or「活用しない」は、事業者の提案内容に委ねる
 提案に当たっては一定程度までは用途変更の協議に応じる

売却…約６億円 貸付…約２,０００万円／年額 ※価格は税別

選定委員会委員が活用事業者から提出された企画提案書及び金額を点数化し、点数が最も高い事業者を優先
交渉権者として選定する。

価格設定

活用条件（抜粋）

審査方法

対象物件

公募概要まとめ

売買契約 or 賃貸借契約

契約種別
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P８・P９に記載



活用用途 売却or貸付 建物活用 備考

宅地分譲 売却 × 土地のみ活用。

イベント施設 売却 〇
年数回程度の自社イベント及び研修での使用。
土地・建物全体を活用。

撮影スタジオ 貸付 〇
映画等の撮影で使用。
土地・建物全体を活用。

貸しスペース 貸付 〇
体育館をエンタメ施設、校舎をテナント貸で使用。当面は校舎
１階と体育館の活用を想定。

語学専門学校 貸付 〇
外国人を対象とした日本語学校に加え、職業訓練学校なども検
討。建物の一部を活用。

研究施設 貸付 〇 研究施設として活用。土地及び建物の一部を活用。

食品工場（栽培・加工） 貸付 〇 食物の養殖及び加工で使用。土地及び建物の一部を活用。

ショッピングセンター 売却 × 建物を解体し、敷地全体を商業施設として活用。

事務所 貸付 〇
農業系の事業所として活用。合わせて研修施設やドローンス
クールなどで活用。

寄宿舎 貸付 〇 既存校舎や体育館を寮として活用。

想定される活用用途
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内 容 日時（期間）

①募集要項の配布（応募申込期間） 令和５年７月４日（火）～７月28日（金）

②質問受付 令和５年７月４日（火）～７月21日（金）

③現地説明会 令和５年７月19日（水）～７月20日（木）

④質問に対する回答 令和５年７月25日（火）（予定）

⑤資格審査結果通知書発送 令和５年８月中旬

⑥企画提案書の提出 資格審査結果通知日～令和５年９月22日（金）

⑦プレゼンテーション・ヒアリング 令和５年10月上旬

⑧優先交渉権者の決定 令和５年10月中旬

⑨地域説明会 令和５年11月中旬

⑩仮契約の締結 令和５年12月中旬

⑪財産処分の申請・承認 優先交渉権者の決定～４ヵ月程度

⑫本契約の締結（市議会の議決） 令和６年３月下旬

選定結果はHPで公表

※スケジュールは変更となる場合があります。ご了承ください。

今後のスケジュール

活用予定者の事業説明

13



14

おわりに

城南中学校閉校記念誌
「栄え」は市公式HPでご
覧いただけます。


